
は じ め に

所得や資産などの分配についての実証研究において，大規模かつ信頼度の高

い個票データの入手は限られており，また長期的な時系列分析に堪えうる個票

データの入手は困難な現状である。特に後者の場合，信頼度の高いデータとし

て官庁が提供する集計データに頼らざるを得ないが，そのような集計データは

たいてい各所得階級の代表値が公表されていないか，公表されているとしても，

集計データの特性上，開端階級の代表値が厳密には明示できないために1)，例

えば最上部の開端階級の下限値しか提供されない。分布データの分析のために

は開端階級の平均値のような代表値が必須なので，従来の実証研究においては，

簡単化のために開端階級の代表値としてその下限値をそのまま用いるか，下限

値の１．２５倍，１．５倍，２倍などが利用されるように，研究者によって，まちま

ちかつ明示されないことがたびたびである。その他の方法として，比較的高い

所得階級にパレート分布を想定し，その形状母数と最上部の開端階級の下限値

から開端階級の平均値を導出する方法があるが，形状母数の推定のためには分

布の規模母数としての閾値を事前に設定する必要がある。しかし，この閾値を

選択する定まった方法がないから，この目的のためにパレート分布を利用する

研究例は次のように少ない。Taubman and Wales（１９７４）は形状母数の推定の

ために中央階級以降のデータと中央階級の一階級上の階級以降のデータを利用

1) 特定の年の開端階級の個票データは特定できるから，統計当局の側でその平均所
得は計算できるが，それが開端階級の代表値とは厳密にはいえない。
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し，この２つの場合の閾値に対応する母数の推定結果を報告している。Parker

（１９８３）は上部の数階級のデータを利用する方法と最上部と最上部の一階級下

の階級を利用する方法2)とに対応する母数の推定結果を報告している。このよ

うに，閾値は中央階級から最上部の一階級下の階級までの間にあると想定され

ている。

形状母数の推定には種々の方法3)がある上に，ある一つの方法を決めたとし

ても，パレート裾モデルが適切となる最小基準値としての閾値を定める決定的

な方法はないが，本稿においては閾値ごとに複数の形状母数の推定が行われ，

そしてその母数の推定値ごとに開端区間の複数の平均値の推定が行われる。所

得分布の実証研究の第一歩は不平等測度や貧困測度のような分配指標を計測す

ることだから，この開端区間の複数の平均の推定値を絞り込む作業が試みられ，

従って開端所得階級の平均値の推定結果はこの分野の実証研究の基礎資料とな

り得よう。形状母数の推定法としては，最尤法と Vandewalle et al.（２００７）が提

示した頑健推定法が採用され，特に後者の方法に対応する開端区間の平均の推

定値を利用して単一母数を含む不平等測度（S-Gini，アトキンソン，一般化エ

ントロピー）の我が国における時系列変動が明らかにされる。

１．パレート母数の最尤推定と開端区間の平均値の推定

確率変数 x で所得を表すとき，古典的パレート分布は次のような分布関数

で定義される。

ここに，θ＞０は形状母数であり，x0＞０は規模母数を表す。密度関数は，

2) Henson (1967).
3) 例えば，最尤法，最小自乗法，モーメント法，最小分散法，ミニマックス法など
（Johnson et al.（1994））．
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と表される。k＜θの場合にのみ k 次モーメントが存在し，次のように表され

る。

形状母数の推定にはいくつかの方法があるが，どの推定法においても規模母

数としての閾値を事前に決定しておく必要がある。しかし，この閾値を決める

一意的な方法がないので複数の候補を考慮して，まず最尤推定法が採用される。

n 個の所得データ x(j)，j＝1，…，n があるとき，形状母数の最尤推定量��は

次のようになる4)。

最上部の開端階級の下限値 xLが所与の場合，この開端区間の平均値 x^ Mは次の

ようになる。

我が国における所得分配の不平等性の時系列変動は，『国民生活基礎調査』

（厚生労働省）の１７から２５所得階級データ5)を利用して１９７０年代中期から２００３

年あるいは２００７年頃までについて，吉岡（２００７，２００８，２０１０，２０１０a）におい

て明らかにされている6)。そこでは，最上部の開端階級の代表値として簡単化

のためにその下限値の１．２５倍が利用されている。ここでは同じ資料において，

最小基準値としての複数の閾値以上の所得データにパレート分布を想定し，形

状母数と最上部の開端区間の平均値を推定した結果が表１および表２である7)。

4) Johnson et al.(1994).
5) 我が国の所得分配に関する統計資料の概要とその問題点は，青木（1979），橘木・
八木（1994），吉岡（1995）などを参照。

6) 絶対的測度として Kolm測度及び分散が，相対的測度として Gini係数，Theil測度，
Atkinson測度および平均対数偏差（MLD）が夫々利用されている。

7) 最上部の開端階級の代表値としてその下限値が利用された。
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表１ 形状母数の最尤推定値

閾値：万円 １９９５年 ２０００年 ２００５年

４７５ １．９７８
５２５ ２．００５ ２．１６０
５７５ ２．１４８ ２．１４８ ２．３３０
６２５ ２．３４１ ２．３３２ ２．４９８
６７５ ２．４８６ ２．４８９ ２．６４７
７２５ ２．６９０ ２．６８１ ２．７８９
７７５ ２．８３７ ２．８４０ ２．９４３
８２５ ２．９７３ ３．０２２ ３．１５４
８７５ ３．０９３ ３．１１５ ３．２４４
９２５ ３．２６７ ３．２７６ ３．４０４
９７５ ３．３７７ ３．３９７ ３．４９２
１０５０ ３．８９１ ３．８５１ ３．９６１
１１５０ ４．１９７ ４．１１７ ４．００２
１３５０ ６．８６３ ６．４５４ ６．２７７
１７５０ ２０．１５２ １９．４６３ ２３．７３１

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版により推定。

表２ 開端区間の推定平均値

単位：万円

閾値：万円 １９９５年 ２０００年 ２００５年

４７５ ４０４５
５２５ ３９９１ ３７２４
５７５ ３７４３ ３７４２ ３５０３
６２５ ３４９２ ３５０１ ３３３５
６７５ ３３４６ ３３４３ ３２１４
７２５ ３１８４ ３１９０ ３１１８
７７５ ３０８９ ３０８７ ３０３０
８２５ ３０１４ ２９８９ ２９２８
８７５ ２９５６ ２９４６ ２８９１
９２５ ２８８２ ２８７９ ２８３２
９７５ ２８４２ ２８３４ ２８０３
１０５０ ２６９２ ２７０１ ２６７５
１１５０ ２６２６ ２６４２ ２６６６
１３５０ ２３４１ ２３６７ ２３７９
１７５０ ２１０４ ２１０８ ２０８８

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版及び表１に
より推計。
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母数を推定するための閾値は各年の中央値以上の値が利用された。全データに

最尤法が適用された吉岡（２０１０）における補論の結果8)よりも推定結果が安定

しているが，それでも母数推定値のバラツキは大きく一般的には，最尤推定量

は頑健ではないといわれている。Cowell（１９９５，ch．４）によると，形状母数θ

は経験的に１．５�θ�２．５の範囲にある9)。この母数の値が小さいほど開端区間

の推定平均値は大きくなるから，開端区間の平均の控えめな推定値という意味

で，形状母数として上記の範囲内の最大値を採用するのが，一つの方法であろ

う。

２．パレート母数の頑健推定と開端区間の平均値の推定

ここでは，頑健推定量として Vandewalle et al.（２００７）が提示した ISE（inte-

grated squared error）推定量と PDC（partial density component）推定量が採用さ

れる10)。表３は２０００年の所得分配に関する形状母数の２種類の頑健推定値であ

り，閾値ごとに得られている。表３によると，どちらの推定法によっても推定

された母数は，閾値の単調増加にたいして徐々に増加するが，閾値が９７５万円

のところから減少に転じている。この転換点としての母数の推定値は経験的に

適切な範囲に入っていて局所的な最大値になっており，この推定母数に対応す

る開端区間の推定平均値は適切な範囲内で平均値の最小値となっている。母数

の局所最大推定値に対応する開端区間の平均値の局所最小推定値の結果が表４

である。開端階級の下限値は１９８２年から約３０年間，固定されているが，開端階

級の２種類の推定平均値の変動は，３種類の全体の推定平均値の変動とほぼ同

一11)，つまり１９７０年代中期頃から９０年代中期頃まで上昇傾向があり，それ以降

２０００年代末頃まで低下傾向にある。尚，１９８５年の PDC法による推定平均値が

過小評価，従って PDC形状母数値が過大評価になっている可能性がある。そ

8) 表1（p.137）．
9) Cramer（1971, p.57）はこの母数が先進諸国では1.9と2.1との間に入ると述べている。

10) ISE推定法と PDC推定法の概略は補論1を参照。
11) 開端階級の推定平均値に対応した3種類の全体の推定平均値の推移を示す付表1を
参照。
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の直接の原因は閾値の採り方にあり，１９８５年の閾値を８７５万円から７７５万円にす

ると推定平均値は３８０３万円から４１４４万円になる。

表３ 閾値ごとの形状母数の頑健推定値
（２０００年）

閾値：万円 PDC法 ISE法

５２５ ０．８０７ １．１３８
５７５ ０．９４７ １．２７７
６２５ １．０５１ １．３８５
６７５ １．２０８ １．５３９
７２５ １．３２６ １．６６０
７７５ １．４８９ １．８１８
８２５ １．５１５ １．８５６
８７５ １．６３４ １．９７８
９２５ １．６８６ ２．０４１
９７５ １．７３２ ２．０９９
１０５０ １．５００ １．９０４
１１５０ １．４４９ １．８７７
１３５０ １．１５５ １．５９４
１７５０ ３．２４４ ３．９２２

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』
２００１年版により推定。

表４ 形状母数の頑健推定値と開端階級の推定平均値

所得年
開端階級
下限値

階級数 閾値
ISE

形状母数
ISE
平均値

PDC
形状母数

PDC
平均値

１９７５ ６００ １７ ４７５ ２．６４４ ９６５ ２．１０４ １１４３
１９８０ １０００ ２１ ７５０ ２．４１０ １７０９ １．９００ ２１１１
１９８５ ２０００ ２５ ８７５ ２．４１７ ３４１１ ２．１０９ ３８０３
１９９０ ２０００ ２５ ９７５ ２．２８１ ３５６１ １．９２８ ４１５４
１９９５ ２０００ ２５ ９７５ ２．０９０ ３８３６ １．７１５ ４７９８
２０００ ２０００ ２５ ９７５ ２．０９９ ３８２０ １．７３２ ４７３３
２００５ ２０００ ２５ ９７５ ２．２２７ ３６３１ １．８７７ ４２８０
２００６ ２０００ ２５ ９７５ ２．１０９ ３８０３ １．７３７ ４７１５
２００７ ２０００ ２５ ９７５ ２．１０９ ３６８５ １．８１７ ４４４９
２００８ ２０００ ２５ ９７５ ２．２０５ ３６６０ １．８３４ ４３９７
２００９ ２０００ ２５ ９７５ ２．２１４ ３６４７ １．８４８ ４３５７

（資料）表１に同じ。
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３．不平等測度の時系列変動；１９７５－０９

本節では表４を利用して不平等測度の計測とその結果の比較が試みられる。

不平等測度として頻繁に採用されるジニ係数は，相対的に分配の中間階級にウ

エイトがかけられている。母数を含む測度は，その母数を変化させることに

よって低所得階級や高所得階級にウエイトがかけられた結果を提示することが

できる。つまり，母数表示の測度は，不平等の回避水準を選択することができ，

所得分配のどの階級を強調するのかを決めることができる。その結果，ローレ

ンツ擬順序のような煩雑な所得ベクトルの比較をしなくても，スカラーとして

の測度を比較することによって，前者の方法論による結果をおおまかに予想す

ることができる場合がある12)。

そこで本稿では，単一母数を含む三種類の測度：S-Gini測度13)，一般化エン

トロピー測度14)およびアトキンソン測度15)が利用される。非減少順に n 個の所

得，x(1)�x(2)�，…，�x(n)，があるとき，S-Giniは次式で定義される。

ここに，μは平均所得であり，λは不平等回避母数である。この測度は，λ＝

２のとき通常のジニ係数であり，λ＝３のときMehran（１９７６）測度になり，

回避母数値が大きくなるほど相対的に低所得階級にウエイトがかけられること

になるので不平等回避的といわれる。一般化エントロピー測度は次式で定義さ

れる。

12) しかし，慎重かつ正確を期すためにはスカラー比較の立場よりもベクトル比較の
立場のほうが望ましい。後者の立場から所得分配の擬順序分析を行った研究に我が
国では吉岡（2007）がある。

13) Donaldson＝Weymark (1980, 1983), Yitzhaki (1983).
14) Bourguignon (1979), Cowell (1980), Kuga (1980), Toyoda (1980).
15) Atkinson (1970).
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ここに，αは不平等回避母数であり，この値が小さいほど不平等回避的といわ

れる。α＝１のとき Theil（１９６７）測度が，α＝０のとき平均対数偏差（MLD）

が夫々に対応する。アトキンソン測度は次式で定義される。

ここに，εは不平等回避母数であり，この値が大きいほど不平等回避的といわ

れる。ε＝１－α＞０のときアトキンソン測度は一般化エントロピー測度の単

調変換になるから，両測度は同一の不平等順序を示す16)。

開端階級の下限値と推定平均値を用いて S-Gini係数を推定した結果が表５

および表６である。中所得階級にウエイトがかけられた３種類の通常のジニ係

数は，１９８０年代初頭から２０００年頃までほぼ同様の上昇傾向であり，２０００年代に

おける開端階級の２種類の推定平均値の低下傾向と推定全体平均値の低下傾向

とを反映して ISE法によるジニ係数および PDC法によるジニ係数は，２００５年

頃に低下して以降，高止まりの状態のようである。これにたいし，１９８２年から

約３０年間一定に留められている開端階級の下限値が利用されたジニ係数は，９０

年代中期からの全体の平均所得の低下傾向の影響を受けず，２０００年代も２００８年

を頂点に上昇傾向が窺える。開端階級の平均値の処理の仕方によって，所得分

布全体の平均値の変動傾向は変わらないが，分布全体の不平等度の変動傾向は

異なるようである。また，ここで採用された他の２つの母数値に対応する S-

Giniの時系列変動も上で述べられた通常のジニ係数の変動とほぼ同じである

といえる。

開端階級の下限値と推定平均値を用いてアトキンソン測度を推定した結果が

表７および表８である。相対的低所得階級にウエイトがかけられた母数値２の

３種類のアトキンソン測度は，１９８０年代初頭から２０００年頃まで，３種のジニ係

16) Cowell (1995).
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数の場合とほぼ同様の上昇傾向を示し，それ以降２０００年代末頃まで高止まりか

低下しているようである。母数値（０．１，０．５）によっては下限値利用のアトキ

ンソン測度が２００５年頃に上昇し，さらに２０００年代末頃まで上昇している場合が

ある。

表９，表１０および表１１は開端階級の下限値と推定平均値を用いて一般化エン

トロピー（GE）測度を推定した結果である。GE測度の母数は任意の実数値を

とるので，S-Gini係数やアトキンソン測度が示す結果を含んだ結果が得られる。

低所得階級にウエイトがかけられた母数値－３の場合の３種類の GE測度は，

表５ 開端階級の下限値を用いた S-Gini係数

母数 １．５ ２．０ ３．０

１９７５ ０．２０７８ ０．３２８８ ０．４６４０
１９８０ ０．２０４０ ０．３２０４ ０．４５１７
１９８５ ０．２３２９ ０．３５６４ ０．４９１９
１９９０ ０．２３４３ ０．３６１８ ０．５０１９
１９９５ ０．２３４９ ０．３６５５ ０．５０９４
２０００ ０．２５０２ ０．３８７０ ０．５３４７
２００５ ０．２５３７ ０．３９０２ ０．５３６２
２００６ ０．２５５０ ０．３９１９ ０．５３８０
２００７ ０．２５２１ ０．３８７４ ０．５３２４
２００８ ０．２５９３ ０．３９８１ ０．５４５３
２００９ ０．２５４１ ０．３８９７ ０．５３４０

（資料）表１に同じ。

表６ 開端階級の推定平均値を用いた S-Gini係数

ISE PDC
母数 １．５ ２．０ ３．０ １．５ ２．０ ３．０

１９７５ ０．２４８１ ０．３７３２ ０．５０２３ ０．２６５７ ０．３９２６ ０．５１９１
１９８０ ０．２３７９ ０．３５６１ ０．４８１８ ０．２５５６ ０．３７４６ ０．４９７４
１９８５ ０．２４７８ ０．３７０４ ０．５０３１ ０．２５１９ ０．３７４２ ０．５０６１
１９９０ ０．２５８９ ０．３８５７ ０．５２１０ ０．２６７８ ０．３９４２ ０．５２７８
１９９５ ０．２６７２ ０．３９７３ ０．５３４６ ０．２８２８ ０．４１２６ ０．５４６９
２０００ ０．２８２２ ０．４１８０ ０．５５８９ ０．２９７１ ０．４３２４ ０．５７０１
２００５ ０．２７５９ ０．４１１１ ０．５５２４ ０．２８４４ ０．４１９０ ０．５５８５
２００６ ０．２８２４ ０．４１８０ ０．５５８３ ０．２９４６ ０．４２９６ ０．５６７３
２００７ ０．２７６４ ０．４１０４ ０．５５０３ ０．２８６８ ０．４２０２ ０．５５７９
２００８ ０．２８１４ ０．４１８７ ０．５６１２ ０．２９０７ ０．４２７４ ０．５６７９
２００９ ０．２７５６ ０．４１００ ０．５４９８ ０．２８４５ ０．４１８３ ０．５５６２

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版及び表４により推計。

日本の所得分配とパレート裾モデル －９９－



１９７０年代中期から２０００年頃まで上昇傾向を示し，それ以降２０００年代末頃まで低

下傾向にある17)。中所得階級にウエイトがかけられた３種類のタイル測度は，

１９７０年代中期から２０００年頃までは，３種類のジニ係数の場合や母数値２の３種

類のアトキンソン測度の場合とほぼ同様にゆるやかな上昇傾向を示し，それ

以降２０００年代末頃まで高止まりのようである18)。高所得階級にウエイトがかけ

17) 母数値－1の場合の3種類の GE測度は，母数値2のアトキンソン測度の場合と同様
に，1980年代初頭から2000年頃まで上昇傾向を示し，それ以降2000年代末頃まで低
下している。

表７ 開端階級の下限値を用いた Atkinson測度

母数 ０．１ ０．５ １．５ ２．０

１９７５ ０．０１７３ ０．０８８３ ０．２７０２ ０．３５７０
１９８０ ０．０１６６ ０．０８４７ ０．２６３８ ０．３５４７
１９８５ ０．０２１１ ０．１０５１ ０．３１２１ ０．４０９４
１９９０ ０．０２１５ ０．１０８６ ０．３３１０ ０．４３７６
１９９５ ０．０２１８ ０．１１１０ ０．３４３０ ０．４５４４
２０００ ０．０２４４ ０．１２３７ ０．３７３７ ０．４８７１
２００５ ０．０２４９ ０．１２４９ ０．３６８６ ０．４７５７
２００６ ０．０２５１ ０．１２５９ ０．３７１９ ０．４８０４
２００７ ０．０２４５ ０．１２２８ ０．３６１２ ０．４６５７
２００８ ０．０２５８ ０．１２９４ ０．３７８２ ０．４８５１
２００９ ０．０２４８ ０．１２３９ ０．３６１８ ０．４６５６

（資料）表６に同じ。

表８ 開端階級の推定平均値を用いた Atkinson測度

ISE PDC
母数 ０．１ ０．５ １．５ ２．０ ０．１ ０．５ １．５ ２．０

１９７５ ０．０２３６ ０．１１４０ ０．３１４１ ０．３９９９ ０．０２７１ ０．１２７７ ０．３３４７ ０．４１９４
１９８０ ０．０２２１ ０．１０６４ ０．２９８７ ０．３８８２ ０．０２５８ ０．１２０２ ０．３１８１ ０．４０６２
１９８５ ０．０２４１ ０．１１５８ ０．３２６２ ０．４２２１ ０．０２５０ ０．１１９１ ０．３３０１ ０．４２５６
１９９０ ０．０２６１ ０．１２５８ ０．３５４４ ０．４５８５ ０．０２８２ ０．１３３０ ０．３６３２ ０．４６６２
１９９５ ０．０２７８ ０．１３３４ ０．３７３８ ０．４８１７ ０．０３１５ ０．１４６５ ０．３８９５ ０．４９５１
２０００ ０．０３０７ ０．１４６７ ０．４０３７ ０．５１３２ ０．０３４３ ０．１５９４ ０．４１８２ ０．５２５５
２００５ ０．０２９２ ０．１４０７ ０．３８９０ ０．４９３６ ０．０３１２ ０．１４７６ ０．３９７０ ０．５００５
２００６ ０．０３０６ ０．１４５９ ０．３９７５ ０．５０２７ ０．０３３７ ０．１５６３ ０．４０９３ ０．５１２７
２００７ ０．０２９４ ０．１４０４ ０．３８３９ ０．４８５７ ０．０３１９ ０．１４９２ ０．３９４０ ０．４９４４
２００８ ０．０３０２ ０．１４５４ ０．３９８４ ０．５０２８ ０．０３２６ ０．１５３２ ０．４０７２ ０．５１０３
２００９ ０．０２９１ ０．１３９４ ０．３８１８ ０．４８３２ ０．０３１２ ０．１４６８ ０．３９０３ ０．４９０６

（資料）表６に同じ。
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表９ 開端階級の下限値を用いた一般化エントロピー測度

母数 －３．０ －２．０ －１．０ ０．０ ０．５ １．０：Theil ２．０ ３．０ ４．０

１９７５ １．２０６２ ０．５０４３ ０．２７７６ ０．１９７６ ０．１８０６ ０．１７２６ ０．１７６０ ０．２０２８ ０．２５８８
１９８０ １．６２７３ ０．５５２２ ０．２７４８ ０．１８９９ ０．１７３２ ０．１６５７ ０．１７０９ ０．２００７ ０．２６３４
１９８５ ２．２５３５ ０．７３００ ０．３４６５ ０．２３５０ ０．２１５９ ０．２１１０ ０．２３７２ ０．３２６７ ０．５４６２
１９９０ ３．４０５６ ０．９２３４ ０．３８９０ ０．２４７９ ０．２２３４ ０．２１４４ ０．２３１６ ０．２９９６ ０．４５４９
１９９５ ４．２０２８ １．０４８６ ０．４１６４ ０．２５６６ ０．２２８４ ０．２１６９ ０．２２８１ ０．２８３９ ０．４０７８
２０００ ５．０５０８ １．２３３３ ０．４７４９ ０．２８７５ ０．２５５６ ０．２４３４ ０．２６０７ ０．３３５８ ０．５０６５
２００５ ３．８７０１ １．０７６４ ０．４５３６ ０．２８６８ ０．２５８１ ０．２４８３ ０．２７１８ ０．３６１１ ０．５６８７
２００６ ４．１６３９ １．１２２０ ０．４６２２ ０．２８９６ ０．２６０３ ０．２５０３ ０．２７４０ ０．３６３８ ０．５７２３
２００７ ３．３７３１ ０．９９４４ ０．４３５８ ０．２８０７ ０．２５３７ ０．２４４７ ０．２６８７ ０．３５８２ ０．５６７６
２００８ ４．０３６４ １．１２１８ ０．４７１１ ０．２９７５ ０．２６７８ ０．２５７９ ０．２８３６ ０．３７９７ ０．６０５０
２００９ ３．３５３３ ０．９８９６ ０．４３５６ ０．２８２３ ０．２５５９ ０．２４７６ ０．２７３５ ０．３６６６ ０．５８４０

（資料）表６に同じ。

表１０ 開端階級の ISE推定平均値を用いた一般化エントロピー測度

母数 －３．０ －２．０ －１．０ ０．０ ０．５ １．０：Theil ２．０ ３．０ ４．０

１９７５ １．５２９１ ０．６１１１ ０．３３３２ ０．２４６７ ０．２３５０ ０．２３８０ ０．２８８７ ０．４３０５ ０．７６８８
１９８０ １．９４３７ ０．６３７８ ０．３１７３ ０．２２９４ ０．２１８９ ０．２２３３ ０．２８０８ ０．４５０４ ０．８９９６
１９８５ ２．４１５２ ０．７７０９ ０．３６５２ ０．２５３２ ０．２３８８ ０．２４３６ ０．３２４５ ０．６２６１ １．７４２７
１９９０ ３．８３８７ １．０１１７ ０．４２３４ ０．２７８３ ０．２６０１ ０．２６４４ ０．３５０７ ０．６５４３ １．６７１９
１９９５ ４．９４０５ １．１８４０ ０．４６４７ ０．２９７０ ０．２７６５ ０．２８１１ ０．３７５４ ０．７０４８ １．７９１５
２０００ ５．９４５１ １．３９１３ ０．５２７２ ０．３２９２ ０．３０５１ ０．３１０５ ０．４２２１ ０．８２５３ ２．２２３３
２００５ ４．３１５５ １．１６７９ ０．４８７３ ０．３１５０ ０．２９２１ ０．２９５１ ０．３８９４ ０．７３５９ １．９５１３
２００６ ４．７７５１ １．２４２７ ０．５０５４ ０．３２５３ ０．３０３３ ０．３０９８ ０．４２５４ ０．８５５６ ２．４３０５
２００７ ３．８０２９ １．０８８６ ０．４７２２ ０．３１１９ ０．２９１５ ０．２９７２ ０．４０２６ ０．７９３９ ２．２１４３
２００８ ４．５００４ １．２１６７ ０．５０５５ ０．３２５９ ０．３０２２ ０．３０５７ ０．４０６９ ０．７８５８ ２．１５８８
２００９ ３．７２６７ １．０７１８ ０．４６７６ ０．３０９７ ０．２８９３ ０．２９３９ ０．３９２３ ０．７５５２ ２．０６０５

（資料）表６に同じ。

表１１ 開端階級の PDC推定平均値を用いた一般化エントロピー測度

母数 －３．０ －２．０ －１．０ ０．０ ０．５ １．０：Theil ２．０ ３．０ ４．０

１９７５ １．７０４５ ０．６６６３ ０．３６１１ ０．２７２０ ０．２６４２ ０．２７５１ ０．３６２７ ０．６０８９ １．２５２５
１９８０ ２．１３９３ ０．６８８６ ０．３４２０ ０．２５３４ ０．２４８０ ０．２６２６ ０．３７１０ ０．７０５９ １．７２５７
１９８５ ２．４６１４ ０．７８２４ ０．３７０５ ０．２５８４ ０．２４５７ ０．２５４１ ０．３５８３ ０．７６８９ ２．４５２９
１９９０ ４．０１２２ １．０４６１ ０．４３６６ ０．２９０４ ０．２７５４ ０．２８６９ ０．４１５６ ０．８９７２ ２．７２９５
１９９５ ５．３５８９ １．２５８０ ０．４９０４ ０．３１９４ ０．３０４５ ０．３２１９ ０．４９２１ １．１３９１ ３．６７７６
２０００ ６．４３０４ １．４７３８ ０．５５３７ ０．３５１１ ０．３３２６ ０．３５０８ ０．５４２８ １．３０１３ ４．４１８８
２００５ ４．５０１７ １．２０５３ ０．５００９ ０．３２６８ ０．３０７０ ０．３１７４ ０．４５８０ １．０１３８ ３．２６６６
２００６ ５．０８５５ １．３０２１ ０．５２６１ ０．３４３１ ０．３２５９ ０．３４３７ ０．５３３０ １．３１１０ ４．６９３７
２００７ ４．００８９ １．１３２６ ０．４８８９ ０．３２６７ ０．３１０４ ０．３２２６ ０．４９２２ １．１６９６ ４．０６２７
２００８ ４．７１７２ １．２６００ ０．５２１０ ０．３３９２ ０．３１９１ ０．３３１１ ０．４８７９ １．１２９１ ３．８６４２
２００９ ３．８９５６ １．１０８２ ０．４８１５ ０．３２２１ ０．３０５２ ０．３１７８ ０．４６７９ １．０７２５ ３．６２１０

（資料）表６に同じ。
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られた母数値４の GE測度の変動はいくぶん複雑で，３種類の評価法で評価結

果が若干異なる。PDC法による GE測度の変動は，本稿で採用された他の母数

値に対応する GE測度の変動とだいたい同じで，１９７０年代中期から２０００年頃ま

では上昇傾向を示し，それ以降２０００年代はやや低下している。ISE法による

GE（４）測度の変動は，１９８０年代中期から１９９０年頃上昇が観られなかった点を除

けば，PDC法による GE（４）測度の変動とほぼ同じである19)。下限値が利用され

た GE（４）測度の変動は，１９７０年代中期から２０００年頃までの上昇パターンにつ

いては ISE法による GE（４）測度の変動とだいたい同じだが，２０００年代も２００８

年頃をピークにやや上昇している点が異なる。

以上のように僅か３種類の不平等測度によっても，また同一の不平等測度内

でも採用された母数値によって，不平等度の変動傾向は少しばかり異なる。特

に母数値によって評価結果が異なるのは，所得分布のどの部分を重視するのか

によっているからであり，いわゆる所得ローレンツ曲線の交叉の可能性がある

からである20)。しかし，不平等度の変動についての判断に影響を及ぼすのは，

採用される不平等測度の種類や不平等測度において採用される母数値とともに，

所得分布の開端階級の代表値の処理の仕方である。

お わ り に

パレートモデルにおいて，そのモデルを想定することを可能にする分布内の

最小基準点としての閾値を事前に決めることが先決事項で，それが決まるとモ

デル特有の母数の豊富にある推定法を適用することになる。しかし，過去の研

18) 母数値2の場合の3種類の GE（2）の変動は,1980年の PDC法による GE（2）の変動方向
以外，GE（1）＝Theil測度の時系列変動とほぼ同様であり，1985年の PDC法による GE
の低下まで両測度で一致している。

19) 不平等のピークが2006年である点まで一致している。だが，下限値利用の GE（4）
測度による不平等のピークは2008年であり，他の測度による不平等のピークは2008
年か2000年かである。

20) このことを母数値の範囲を広く採ることのできる GE測度で確認したのが補論2で
ある。スカラー測度のような全順序の立場を採るか，ローレンツ擬順序のような擬
順序の立場を採るかによって，不平等に関する評価が幾分違ってくる。
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究の蓄積によって閾値のおおよその範囲は定められても，点として確定するこ

とは困難であった。ここでは，逆の発想を試みることによって，点としての閾

値の候補が明示された。つまり，閾値を変動させることによって，母数の複数

の推定値が得られる。１００年以上にわたる所得分布の研究においてパレート母

数はある範囲内の値になることが，経験的に分かっている。その範囲内にある

推定母数は閾値の単調増加にたいして，徐々に増加するがある点から減少に転

じる。この転換点としての最大点が推定母数の第一候補とされ，それに対応す

る閾値が定まる。このとき開端区間の推定平均値は適切な範囲内で平均値の最

小点となっている。パレートモデルという大胆な想定がなされたからには，控

えめな結果が採用され，提示された表４（開端所得階級の推定平均値）はこの

分野の実証研究の基礎資料になり得ると思われる。

次にこの表４の結果を利用して，１９７０年代中期から２０００年代末にかけての我

が国における単一母数表示の３種類の所得不平等測度（S-Gini，アトキンソン，

一般化エントロピー）の時系列変動の比較が行われた。他の条件が同じなら，

開端階級の推定平均値が大きいほど，どの不平等測度を採用しても不平等度が

高くなる。さらに，開端階級の平均値の処理の仕方によって，所得分布全体の

平均値の変動傾向はほとんど変わらないが，分布全体の不平等度の変動傾向は

異なるといえる。このことを理論においても実証においても頻繁に利用される

通常のジニ係数で再述しておく。母数値を変化させることによって，不平等測

度の測定に際しどの所得階級にウエイトをかけるかを決めることができるが，

中所得階級にウエイトがかけられた３種類の通常のジニ係数の場合，１９８０年代

初頭から２０００年頃までほぼ同様の上昇傾向であり，２０００年代における開端階級

の２種類の推定平均値の低下傾向と全体の推定平均値の低下傾向とを反映して

ISE法によるジニ係数および PDC法によるジニ係数は２００５年頃に低下して以

降，高止まりの状態である。しかし，１９８２年から約３０年間一定に留められてい

る開端階級の下限値が利用されたジニ係数は，９０年代中期からの全体の平均所

得の低下傾向の影響を受けず，２００８年を頂点に上昇傾向が窺える。開端階級の

下限値が利用された場合には，２０００年代の開端階級の平均値の低下も不平等測

度の変動に反映されないようである。したがって，本稿で採用された『国民生
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活基礎調査』（厚生労働省）における世帯についての所得分配に関していえば，

例えば分布全体の平均所得に連動するように，少なくとも５年置きくらいにこ

の下限値を改訂すべきであろう。また，分布全体の平均所得だけでなく参考の

ために開端階級の平均所得の公表が望まれる。

本稿で採用された範囲内の他の母数値の S-Gini係数の変動も複数母数値の

アトキンソン測度の変動も，通常のジニ係数の変動と大きな違いはない。この

ことの要因の一つは本稿で採用された狭い範囲の母数値による影響だと考えら

れる。しかし，S-Gini係数およびアトキンソン測度の母数値はある正定数以上

の値しか採らず，一般化エントロピー測度の母数値は相対的に厳しい制限がな

く負値および正値を採ることができるから，この測度は前二者の測度よりもや

や融通性に富み，このことは本稿で採用された狭い範囲の母数値によってでも

実証的に窺える。
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付表１ 分布全体の推定平均値

単位：万円

開端階級
代表値

下限値 ISE平均値 PDC平均値

１９７５ ２５２．９ ２７２．５ ２８２．０
１９８０ ３８７．５ ４１０．０ ４２２．８
１９８５ ４８８．１ ４９９．１ ５０２．２
１９９０ ５８７．９ ６１１．３ ６２０．１
１９９５ ６４７．１ ６８２．３ ７００．８
２０００ ６０２．５ ６３５．６ ６５２．２
２００５ ５５６．６ ５７６．８ ５８４．８
２００９ ５４１．６ ５６０．５ ５６８．７

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版及び表４に
より推計。
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(yi) ．

補論１：パレート分布の形状母数の頑健推定法

Scott（２００１，２００４）における ISE（integrated squared error）推定法と PDC

（partial density component）推定法をパレートモデルに応用したのが，Vande-

walle et al.（２００７）である。

１．ISE（integrated squared error）推定量

Vandewalle et al.（２００７）においては，次の相対超過によってパレート分布が

モデル化される。

ここに，n は全観測数であり k はパレートモデルに使用される観測数である。

この相対超過に関するパレート分布の密度関数は，

によって近似される。母数θの推定値は，次のように密度に関する二乗誤差の

積分を最小化する��である。

ここに f（y）は未知の真の密度関数である。この式の最後の項はθを含んで

ないから省略でき，さらに第二項は期待値だから，

と書くことができる。そこで ISE推定量は，この期待値の不偏推定量として平

均を用いることによって，次のように得られる。

－１０６－ 日本の所得分配とパレート裾モデル



ˆ
PDC arg min u2 f 2(y)dy

2u
k

f (yi)i

k .
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1
k f ˆ (yi)i

k

f ˆ
2(y)dy

.

２．PDC（partial density component）推定量

PDC推定量は次のように密度混合モデル ufθにおいて，二乗誤差の積分を最

小化することによって得られる。

母数 u の推定値を得るために上式の大括弧内の式を u で微分した結果をゼ

ロとおき，この母数について解くと次式を得る。

母数 u は標本の中で想定されたモデルが当てはまる部分の尺度と解釈する

ことができる。

補論２：一般化エントロピー測度による
ローレンツ曲線の交叉の判定

次の付表２は表９，表１０および表１１（GE測度）により作成されたローレン

ツ曲線の交叉の有無等の判定結果である。各年の所得ローレンツ曲線の交叉の

付表２ GE測度によるローレンツ優越関係

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２００９

１９７５ X（２） ≦ ≦ ≦ ≦ ≦ ≦

１９８０ X（２） ≦ ≦ ≦ ≦ ≦

１９８５ X（１） X（１） X（１） ≦ ≦

１９９０ X（１） ≦ ≦ X（１）

１９９５ ≦ X（２） X（２）

２０００ X（１） X（１）

２００５ X（１）

（資料）表９，表１０及び表１１により作成。
（注）１．X：交叉があることを示し，（）内の数字は交叉の回数を表す。

２．≦：上側の分配のほうが左側の分配よりも相対的不平等度が低くないことを示す。
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有無およびその回数を点検することができ，吉岡（２００７）の表３－３（p．１３９）

に提示されているローレンツ優越関係と矛盾はない。１９８０年と１９８５年のローレ

ンツ曲線の交叉はアトキンソン測度および S-Gini係数の推定結果からも確認

できる。また，２０００年と２００５年のローレンツ曲線の交叉はアトキンソン測度の

推定結果からも確認できる。

－１０８－ 日本の所得分配とパレート裾モデル




